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1. はじめに

深層崩壊は重力変形が進んだ斜面にて発生することから，崩壊の危険が高い斜面を抽出するにあたっ

ては，変形に伴い出現する斜面頭部の緩斜面や線状凹地，脚部の崩壊地などの「前兆地形」の判読や計

測がこれまで進められてきた．しかし深層崩壊の多発地域にはこのような前兆地形が至るところに広く

存在することから，判読や計測からは，現在崩壊が切迫している斜面を特定するには至っていない．一

方近年では，同地域で他時期に渡り航空レーザー測量  （LP 測量）が実施される例も増え，Kasai1)は 2 時

期の LP 測量データの解析から，深層崩壊発生直前には顕著な地表面の変位が見られたことを示した．そ

こで本研究では，崩壊の発生が切迫している斜面ほど地表の変位速度も大きくなると考え，深層崩壊が

多発する奈良県十津川流域内における重力変形の進行程度が異なる 4 斜面を対象に，2 時期の LP 測量デ

ータを用いて PIV 解析を実施した．そして得られた斜面各箇所の地表面変位速度から，崩壊の切迫さを

示す指標を提案した． 

2. 解析対象斜面

解析対象斜面は，2011 年豪雨による深層崩壊跡 （赤谷東） （面積 31.7 ha, 比高 500 m）, 前兆地形

が見られる 2 斜面 A（面積 6.1 ha, 比高 280 m）及び B （面積 6.9 ha, 比高 370 m）, 2011 年の深層崩壊

発生直前の斜面 （長殿） （面積 10 ha, 比高 450 m）である（図１）．2020 年に実施された空中電磁探

査からは，赤谷東及び斜面 A において，ゆるみ域の存在は確認されていない 2)．一方で斜面 B ではゆる

み域の存在が明瞭に示され，ボーリング調査においても破砕層が認められている 3)． 

3. 研究方法

PIV 解析には，Thielicke4)による地形の分布パターンの類似性の認識に基づくプログラムを用いた．こ

こで地形については，赤谷東と斜面 A 及び斜面 B においては 2013 年及び 2017 年，長殿斜面は 2006 年

及び 2010 年に取得された LP 計測データを用いて，微地形の分布を強調した各年のラプラシアン図を作

成した．なお，2006 年の LP 計測データでは長殿斜面の一部が欠損している．プログラムから得られた

斜面内の各箇所の地表面変位量は，LP 計測間の期間 （4 年） で除することにより年変位速度を求めた．

そして各斜面を対象に，変位 0.01 m/year ごとに累積相対度数曲線を描いた．この曲線下の面積を崩壊の

切迫さを示す指標として提案する． 

4. 結果と考察

図 1 に 4 斜面での地表面変位を表すベクトル図を示す．地表面変位速度の高い箇所は，赤谷東斜面で

は局所的に散在し，斜面 A では斜面下部の滑落崖付近や広い尾根付近で見られた．一方斜面 B では，A

よりも地表面変位速度が速い箇所が広がり，重力変形の進行を示唆する．しかし深層崩壊発生直前の長

殿斜面では，斜面 B よりもかなり高い速度で地表が変位していたことが分かる．2011 年豪雨時に斜面 A

及び B が崩壊に至らなった理由は，崩壊に至るまでの状態に重力変形が進行していなかったことに帰す

るとも考えられる．また図 2 では，斜面の重力変形に伴い曲線が右に移動し，曲線下の面積はそれぞれ，

長殿斜面が 0.32，斜面 B は 0.15，斜面 A は 0.07，赤谷東は 0.04 であった．これらの値より，豪雨時に深

層崩壊が発生する面積の閾値は，0.15 から 0.32 の間に位置すると考えられた．ただし今回の解析におい

ては，長殿では崩壊した全域が対象になっておらず，また解析に使用した LP 測量に関するエラーも考慮

されていない．PIV 解析においても，地表が地形の分布パターンを保持できないほど大きく変動した際

には，ベクトルを求めることができない．従って上述の面積の値は現時点では目安として示すことにな

る．豪雨の際に崩壊が発生する可能性が極めて高いことを示唆する面積の閾値を特定するためには，深

層崩壊が多発する各地における LP 計測データを収集し，同様の解析を現地観測とともに続けていく必

P-89 令和5年度砂防学会研究発表会概要集

- 539 -



要がある．また崩壊の切迫さを推定するにあたっては，図 2 において時間スケールを加えることが望ま

しいので，今後は崩壊履歴に関するデータの収集も進めていく予定である． 
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あ図 2 地表面変位速度の累積相対度数曲線 
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図 1 ベクトル図 
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